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ＩＣＴ利活用の普及を促進することにより、地球温暖化問題へ貢献 

エネルギー利用効率の改善 物の生産・消費の効率化・削減 

人・物の移動の削減 環境計測・環境予測 

・ ＩＴＳ（ETC、VICS、信号機の集中制御化） 
・ BEMS（ビルエネルギー管理システム） 
・ HEMS（家庭用エネルギー管理システム） 

 

・ サプライチェーンマネジメント 
・ 電子出版、電子配信 
・ ペーパーレスオフィス 

・ ＣＯ２計測用ライダ 
・ センシングネットワーク 
・ 地球シミュレータ 

・ オンラインショッピング、オンライン取引 
・ テレワーク、ＴＶ会議 
・ 音楽、映像、ソフト配信 
・ 電子申請（税申告・オンラインレセプト） 

○ ＩＣＴ機器、システムの使用によりＣＯ２を排出。 

○ 一方、ＩＣＴを利活用することにより、「エネルギー利用効率の改善」、「人・物の移動の削減」、「物の生産・消費の効率化・削

減」を通じ、様々な分野のＣＯ２排出削減に貢献することが可能。 

○ さらに、ＩＣＴを用いて環境計測・環境予測が可能。 

ICTの利活用 

一般 
家庭 

事務所・ 
店舗 

生産・流通・
輸送 

2 ＩＣＴと気候変動 



ＣＯ２削減効果が 
高い分野の例 

 

ＩＣＴパワーによるＣＯ２排出量１０％以上の削減 

● ＩＣＴ利活用の促進等により、２０２０年には、最大で９０年比１２．３％のＩＣＴによるＣＯ２排出量削減効果

（by ICT）が期待される。 

● 他方、ＩＣＴ機器等の使用によるＣＯ２排出量（of ICT）は、光通信技術等の研究開発やクラウドコンピュー

ティングの利用推進等の対策を講じることで、２０１２年と同水準に抑制することが可能。 

ＩＣＴ分野全体のＣＯ２排出量とＩＣＴの利活用によるＣＯ２削減効果 
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12.3% 

特段の 
対策なし 対策実施 

3,000万ｔ-CO2 3,000万ｔ-CO2 

ＩＣＴ機器などの使用による
CO2排出量(of ICT) 

5,100万ｔ-CO2 

ICT利活用による 
CO2排出削減効果(by ICT) 

15,500万ｔ-CO2 9,500万ｔ-CO2 6,800万ｔ-CO2 

（「グローバル時代におけるＩＣＴ政策に関するタスクフォース」地球的課題検討部会 
環境問題対応ワーキンググループによる試算：2010年） 

差し引きでの、トータルの 
ICTによるCO2排出削減量 
12,500万t-CO2 （10%） 

ＢＥＭＳ、ＨＥＭＳ 

2,393万t-CO2 

スマートグリッド 

2,240万t-CO2 

サプライチェーン 
マネジメント 

2,289万t-CO2 

テレワーク 

103万t-CO2 

オンライン取引 

1,456万t-CO2 

対策実施ケースの場合。 

ＩＴＳ 

1,332万t-CO2 
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グリーンＩＣＴプロジェクト 

企業や家庭などにおいて、 

ＩＣＴを活用し、電力消費等を 

効率化することにより、 

ＣＯ２排出量を削減 

 １） ＩＣＴシステムそのもののグリーン化（Green of ICT） 
  ＩＣＴシステムの利用拡大による電力消費量増大への対応（通信事業者用設備から家庭内設備に至るシステム全体の省電力

化の実現に向けた研究開発等） 等 
 

 ２） ＩＣＴの徹底活用による各分野のグリーン化（Green by ICT） 
 スマートグリッドに関連する通信規格の標準化仕様の策定等（国際貢献も視野） 

 国民主体のＣＯ２削減効果が高いＩＣＴ利活用の促進のための実証実験などベストプラクティスの構築 等 
 

 ３） 国際貢献 
 ＩＴＵ（国際電気通信連合）等におけるＣＯ２削減効果の評価手法確立及び国際標準化等に向けた積極的な貢献 等 

 

通信事業者 
データセンター 

通信ネットワーク 
オフィス 

家庭 

① ＩＣＴシステムそのもののグリーン化 
（Green of ICT） 

ＩＣＴによる環境負荷低減 

③ 国際貢献（ＣＯ２削減効果評価手法の確立等） 

② ＩＣＴの徹底活用による各分野のグリーン化 
（Green by ICT） 

グ
リ
ー
ン
Ｉ
Ｃ
Ｔ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト 
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（「グローバル時代におけるＩＣＴ政策に関するタスクフォース」地球的課題検討部会最終報告書より） 



○省エネの観点から、ＩＣＴ分野及びＩＣＴ利活用のベストプラクティスの共有 
○ICTによる環境負荷低減量を計算するための客観的な評価方法の作成   

 ⇒エネルギー消費 

 ⇒天然資源の消費 

 ⇒廃棄物の発生 

ＩＣＴによって 

生じる環境負荷 

ＩＣＴ利活用により 

実現する環境負荷
軽減 

 ⇒電子化（情報のデジタル化） 

 ⇒人の移動や輸送の削減 

 ⇒生産産業や生活スタイルをより効率的に 等 

環境への負の側面 環境へのプラスの側面 

ＩＣＴによる社会経済
活動を最大化 

ＩＣＴそのものの 
負荷を最小化 

5 ＩＣＴと環境負荷の基本概念 



ITU(国際電気通信連合)における「ICTと気候変動」に関する標準化 

ITU-T SG5におけるICTと気候変動に関する検討 

Q17:ICT装置のエネルギー効率･気候変動に関する標準化活動の協調 

Q18:ＩＣＴによる環境への影響の評価方法 

Q19:給電システム 

Q22:発展途上国における低コストで持続可能な通信インフラの構築 

Q23:気候変動に対処する国家レベルのＩＣＴの利活用 

検 
討 
課 
題 

と
気
候
変
動
に
関
す
る
勧
告
等 

ＩＣＴ 

関係国から将来の勧告化を目指して寄書提案 

提
案
寄
書
を
基
に
勧
告
化
等
に
向
け
た 

関
係
国
に
よ
る
検
討 

総務省では客観的な信頼性の高い資料を
収集のため、実証実験等を実施し、この結
果をもとに寄書提案を実施。 

Energy efficiency for ICT equipment and Climate Change standards harmonization 

Methodology of environmental impact assessment of ICT 

Power feeding systems 

Setting up a low cost sustainable telecommunication infrastructure for rural communications in 
developing countries 

Using ICTs to enable countries to adapt to climate change 

Q21:環境保護とICT装置･機器のリサイクル 
Environmental protection and recycling of ICT equipments/facilities  
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L.1300 

L.1410 

・2009年5月のITU-T SG5(環境と気候変動グループ)会合で、｢ICTと気候変動｣に関する標準化
の具体的取組を開始。 
・６件の検討課題について、それぞれ複数の作業項目を設けて検討を実施。 
・作業項目が各国で合意されるとITU勧告となる。 





Green of ICT:データセンタにおける空調等による省エネの実証実験 

東日本大震災後の事業継続性への意識の高まりや、スマートフォンやタブレット端末からのネットワークサービス利用の拡
大等、クラウド技術利用のＩＣＴの進展によって、データセンタの利用は今後飛躍的に拡大することが考えられており、これに
伴い、消費電力の増大も懸念される。データセンタの消費電力のうち、空調によるものは４０％を超え、これらの消費を抑え
ることにより、データセンタ全体の消費電力量の低減を図ることができる。総務省では、省エネ効果の高い実証実験を行い、
標準化モデルの構築を推進している。 

熱 熱 熱 

空調による冷却 

外気導入によ
る冷却 

 外気や雪氷等を利用した
空調方式の実証  都心近郊データセンター 

PUE1.5～2.5 

低温地域データセンター 

PUE1.2～1.5 

高速ネットワーク 
仮想化（共通基盤） 

PUE/CO2排出量
監視・管理サーバ 

気象データ 

クラウドを活用した空調と 
サーバの統合運転管理の実証 

電源設備 IT機器内

ＤＣ
300V以上

３.３Ｖ
ｅｔｃ．

ＤＣ
｜
ＤＣ

ＡＣ
｜
ＤＣ商

用
電
源 高圧直流受電

CO2 CO2 

 直流と交流の変換ロスを
削減する効率的な給電方法  

変換ロス：小 

外気空調 

気化式空調 

一般空調 

局所空調 

 気候、スペース効率を考慮した
空調方式の組み合わせの検証 

管理サーバ 

出典：“Powering Compute Platforms in High Efficiency Data Centers”

(Intel Developer Forum, Fall2006) をもとにＮＥＣ作成

付帯設備の

使用電力削減

IT機器自身の
使用電力削減ファンファン ４％４％電源電源

１３％１３％

空調空調
４４％４４％

ＵＰＳ
電源分配

７％

ＣＰＵ、メモリ、ＨＤＤＣＰＵ、メモリ、ＨＤＤ
３２％３２％

H21年度実証実験 

H22年度実証実験 
H23年度実証実験 
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 ITU-T勧告「ｸﾞﾘｰﾝﾃﾞｰﾀｾﾝﾀのためのﾍﾞｽﾄﾌﾟﾗｸﾃｨｽ」について 

 

東日本大震災後の事業継続性への意識の高まりや、スマートフォンやタブレット端末からのネットワーク
サービス利用の拡大等、クラウド技術のようなＩＣＴの進展によって、データセンタの利用は今後も飛躍的に
拡大することが想定されており、これに伴い、消費電力も増大が懸念される。本勧告では、管理者等が、
データセンタの建設・改修・運用を行うにあたり、環境負荷の低い設備、機器の導入や管理方法等を実施
する上でのベストプラクティスを提示する。 
 

          
   ITU-T L.1300 : Best practices for green data center 
    （グリーンデータセンタのためのベストプラクティス） ※平成23年11月勧告 
 

勧告名 

目的 

 
○今回データセンターの電力使用の大きな割合を占める空調にフォーカス（Green of ICT）し、①寒冷地域
特性を活用した「雪氷エネルギー」及び「外気冷房」による空調方式の実証実験(総務省平成21年度）及び
②スペース効率を考慮した異なる方式の空調の組み合わせ及び効率的な運転に関する実証実験（総務
省平成22年度）を行い、ITUにベストプラクティスモデルとして提案したものが勧告として採用。我が国の技
術に基づくモデルの標準化であり、日本の国際競争力強化に資するもの。 
 
○世界初の空調方式を考慮したデータセンター省エネ化のベストプラクティスに関する国際標準化。 
 

主なポイント 
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寒冷地域特性を活用した空調方式の実証実験 

 データセンターでは、使用エネルギーの4割以上が空調によるものであり、データセンター等の大規模改修や新

設の際に特に有効となる「空調方式そのもの」にスポットを当て、実証実験を実施。 

 一般的な空調方式と、特に寒冷地域特性を活用した「雪氷の利用」及び「外気冷房」による空調方式を実験によ

り比較・検証することで、その有効性を定量的に実証した。 

・これら外気・雪氷を低温地域において最大限に活用できた場合、1000ラック規模（中～大規模）のデータセン

ターの想定において、一般的な空調だけで運用した場合と比べ、空調の年間電力使用量を最大49.2%削減できる

と試算。 

→ベストプラクティスモデルとしてITU-T勧告に採用。 

外気導入のメリットと課題 
・チラーを使用しないので省エネルギー 
・加湿対応、埃の侵入への対応が必要 

雪氷利用のメリットと課題 
・チラーを使用しないので省エネルギー 
・夏までは使用できない 

データセンター等 

熱 熱 熱 

一般空調による冷却と比較 

外気導入、雪氷利用
による冷却 

消費電力大                                          消費電力小 

    一般空調  ＞ 雪氷利用の空調 ＞  外気冷房   

■概要 
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気候、スペース効率を考慮した空調方式選定方法の検証 

データセンター 

外気冷房空調 
（冬期・中間期） 

気化式冷房空調 
 (冬期・中間期） 

一般空調 
（必要最低限の稼動） 

寒冷な外気 

空調機 

暖気 

冷気 

サーバ 

ホット 
アイル 

ホット 
アイル 

サーバ 

混合 

コールド 
アイル 

冷却水 

寒冷な外気(冬期) 

加湿機 

加湿機 
気化冷却熱
交換器 

冷却した外気 

■概要 

冷凍機 冷却塔 

温暖な外気 

(中間期、夏期) 

外気温湿度の取込み 
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局所空調 

 大都市近郊のデータセンターにおいて、「外気冷房」、「気化式冷房」、「局所空調」、「一般空調」による４つの

空調システムを利用し、外気の変化、地域の気候等による条件の変化及びスペース効率を考慮した最適な空

調方式を抽出し、電力消費量削減、CO2削減の効果の検証を行い、以下のような結論を得た。 

    ①低温地域のデータセンターでは外気冷却又は気化式冷房が効率が良い。 

    ②温暖地域のデータセンターでは局所空調が効率が良い。 

    ③都市型データセンター構築で重要となるスペース利用効率は局所空調が最も高い。 

→ベストプラクティスモデルとしてITU-T勧告に採用。 
 





環境問題を解決するためのICT利活用の取組例 

スマートグリッド 

家庭 

商店 

オフィス 

工場 

交通 

ＩＴＳ 

インターネット 

ショッピング 

テレワーク 

テレビ会議 

見える化 

エネルギー利用効率の改善 

エネルギー利用効率の改善 

物の生産・消費の効率化・削減 

人の移動の削減 

人の移動の削減 

人の移動の削減 

環境計測・環境予測 

・ ＣＯ２計測用ライダ 

・ センシングネットワーク 

・ 地球シミュレータ 

エネルギー利用効率の改善 
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H23年度 Green by ICT: ICTの利活用による環境負荷軽減の実証実験 

 企業ビルや家庭の2つのフィールドにおいて、ICTを活用したCO2排出量削減効果の検証を実施
した。（BEMS・HEMS） 
 ICTを利活用し、電力等のエネルギー消費量を測定すると共に、この情報をセキュリティに考慮

したネットワークにより集約し、パソコン・テレビ・照明・空調などの機器について、効果的にエネル
ギー消費削減を実現する自動制御システム等を構築。 
 システム導入前／後のエネルギー消費量を測定してCO2排出量削減効果を算出・検証した。 
また、この結果を基に本システムの環境影響評価を行い、ITUへ提案する。 

ＩＣＴの徹底活用による各分野のグリーン化 

人体感知センサー 

子供部屋 

寝室 

無線計測アダプタ装置 
（コンセント子機） 
（情報収集用） 

電力モニター 

無線計測アダプタ装置 
（親機） 

（情報収集用） 

居間 
キッチン 

表示・監視用PC 

HEMSサーバ 

ネットワーク機器 

温湿度センサー 
（子局）  

照明 
温湿度セン
サー 
（親局）  

熱源 空調 

ネットワーク機器 

【管理室】 

中央監視装置（BAS/BMS）、BMSソフトウェア、 
ビル監視制御システム、可視化・分析アプリ、監視PC 

環境クラウド 
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ITU-T勧告「ICT製品･ﾈｯﾄﾜｰｸ･ｻｰﾋﾞｽの環境影響評価手法について 

 

 ITU-T L.1410※：Methodology for environmental impact assessment of information  
            and communication technologies (ICT) goods, networks and services 
             （ICT製品・ﾈｯﾄﾜｰｸ・ｻｰﾋﾞｽの環境影響評価手法） ※平成24年3月勧告 

勧告名 

 

環境意識の高まりに加え、東日本大震災による電力不足の問題から、環境・エネルギー対策が喫緊の課題
となっている。このような環境問題を解決するためには、ICTを利活用することにより、エネルギー利用効率の

改善や物の生産･消費の効率化、人･物の移動を削減することが必要。しかしながら、定量的な評価方法が
なければ導入は進まない。本勧告は、これを解決するために、ICT製品･ネットワーク･サービスについて環境
負荷の削減効果を定量評価するための基準を示したもの。 

目的 

 

○本勧告では、日本が主張している「物の消費」や「人の移動」、「物の移動」など、ICTに特有の「８つの活動
項目」による環境影響評価手法やネットワークインフラの環境負荷評価方法等を積極的に提案し、盛り込ま
れたもの。これにより、環境技術に優れた我が国のICTサービスのICTによるCO2削減効果を国際的な尺度で
評価することが可能となり、国内外への導入促進等につながると期待されるもの。 

 
○本勧告のほか、ITU-T SG5 WP3では、「ICTと気候変動」について、現在、複数の課題が検討されており、我
が国は引き続き、本分野における国際標準化に積極的に貢献する。 

主なポイント 

※本勧告のほか、L.1400「ＩＣＴの環境影響の評価手法の枠組み」やL.1420「組織における環境影響評価」が勧告されている。   
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L.１４１０の環境評価手法の考え方 

項目 内容 

① ICTハードウェア PC、プリンタ、基地局などのハードウェアに関するもの 

② ICTソフトウェア ソフトウェアの設計、開発、使用に関するもの 

③ 消耗品 紙、CD、インクカートリッジ等の消耗品に関するもの 

④ サイトインフラ 施設設備基地局やサーバー室の建物や空調に関するもの 

⑤ 物の移動 ICT製品、部材料等の運搬（トラック、鉄道等）に関するもの 

⑥ 人の移動 人の移動（乗用車、バス、鉄道等）に関するもの 

⑦ 物の保管 倉庫等でのICT製品、部品、材料等の保管に関するもの 

⑧ 執務環境 オフィス等で執務を行うことに関するもの 

ICTの利活用による環境負荷削減効果は、従来手段の環境負荷（CO2排出量）との定量比較で算出する。 
 
                          ＝                 － 
 
L.1410の定量評価にあたっては、下表のように「８つの活動項目（①～⑧）」に整理し、それぞれ「原材料調達」「製造」「使用」
「廃棄/リサイクル」にいたるライフサイクル全体にわたって算出する。  

ICT利活用による 
CO2削減効果 

ICTサービスによる 
CO2排出量 

従来手段による 
CO2排出量 

【８つの活動項目】 

導入前後で比較評価 

CO2削減 
効果 

⑧ 

⑦ 

⑥ 

⑤ 

④ 

③ 

ICTサービス
導入前 

② 

① 

ICTサービス
導入後 

【ICTのライフサイクルステージ】 

①～⑧の各項目について 
A～Dをそれぞれ算出 

A 原材料取得 

B 製造 

C 使用 

D 廃棄/ﾘｻｲｸﾙ 
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L.1410による評価事例（テレワークの例） 

導入前 導入後 

カテゴリー 原材料取得 製造 使用 廃棄/ﾘｻｲｸﾙ 

ICTハードウェア 
（PC、プリンター等） 

ICTソフトウェア 
（事務系ソフト） － － 
消耗品 

（紙やトナーの使用） 

サイトインフラ 
（データセンターの使用） 

物の移動 
（該当なし） － － － － 
人の移動 

（自動車･電車の使用） 

物の貯蔵 
（該当なし） － － － － 
執務環境 

（オフィスの使用） 

【チェックリスト】 

オフィス 

人の移動 
オフィス 

人の移動 

通 信 

人の移動 

通 信 

自宅 

サイトインフラ 
（通信事業者等） 

 ： 導入後CO2排出量 

： 導入前CO2排出量 

 ： 評価対象としない 

＜導入前＞ ＜導入後＞ 

ICT利活用による 
CO2削減量 

※グラフはイメージです。 
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